
世界の道路事情

 ロンドンの街中で

　英国を旅すると、日本と比べ様々な違いが目につく。
人は右、車は左。これは両国共通の交通ルールの基本
であるが、街の様子を見ると、様々違いに気がつく。
例えば、ロンドンを歩くと住宅地においてはやたらと
路上駐車が多い。これは、もともとの街が、駐車スペー
ス付きの住宅を持っていないことが原因である。駐車
スペースを持とうにも、住宅が50年、100年といった
歴史を持っているので、自動車対応型にはなっていな
いのである。したがって、フラット（ロンドンの集合
住宅）の住人は、各人の駐車場がなく、路上駐車場に
仕方がなく止めているのである。路上駐車にも２種類
あり、あるチャージを払い駐車スペースを確保する場
合と、フリーで駐車スペースを探しながら毎日路上を
使う場合である。後者の場合は、空きスペースを探す

ことになり、住居の近くに止めることができればラッ
キーである。不幸にも数百メートル離れたところに車
を止めなければならない場合も発生する。このような
日常が続いているのがロンドンの交通事情である。そ
のロンドンで立体駐車場が登場したのはつい最近であ
る。もちろん日本のように、至る所にそのような駐車
場が見られることもなく、またビル型の駐車場もきわ
めて珍しいといえる。
　このような交通事情を背景としているので、ロンド
ンの中心部での交通渋滞は、やはり目を見張るものが
ある。車の平均速度は、中心部で15km/時程度である。
自動車以前の乗り物は馬車であったが、その速度より
遅いといわれている。実際には、公共交通、特に地下
鉄等が普及しているので、かなり助かる部分が多いが、
それでも車の混雑は並大抵ではない。ちなみにロンド
ンっ子の公共交通の利用は、全体の85％にも達してい
る。自動車の規制を行っても、残り15％に対する規制
となるので、市民の反対は、予想より大きくないとい
えよう。そのような背景の下、前市長ケン・リビング
トンは、2003年にcongestion charge（混雑税）を導入
した。初めはロンドン中心部の東半分を対象としたの
だが、図１のように2006年に対象地域を西へのばした。
その結果、テムズ川の左岸地域の中心部全域にその規
制ゾーンが拡大したのである。2008年、ロンドン市長
の選挙があり今までの労働党に代わってジャーナリ
スト出身保守党の候補者（ボリス・ジョンソン）が当

選した。元々混雑税導入は、前市長の政策で
あったが、多少の変更・縮小があっても、こ
の政策は継続されるというのが大方の見解で
ある。

 ロンドン混雑税とは

　さて前置きが長くなったが、ロンドンでは
混雑税の導入がなされた。このような大都市
でかつ中心部で大規模に適用されたことは今
まで例を見ない。その結果、経済的な効果、
および大気汚染軽減効果など多くの効果が
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ロンドン中心部混雑税対象地域（図１）
引用：London Travel Report 2007

混雑税課税地域
通過可能路線
居住者割引地域

【凡　例】 N

注）当初(2003) の対象地域は通過可能路線の東側半分、その後(2006)、西側が加わった。
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あったといわれている。混雑税導入の目的は、都心部
での自動車交通を減らすこと、公共交通機関や自転車
などの代替的移動手段へのシフトを促すことにある。
しかしながら、ロンドンの交通政策では、混雑税によ
る交通施設整備改善も間接的な目的として考えられて
いるのが事実である。これらの目的は、トレードオフ
関係にあるといえる。例えば、中心部の課税ゾーンに
進入する交通量が減れば、渋滞が少なくなり、速度の
改善による経済的効果があるし、また大気汚染軽減
も可能となる。しかしながら、税を払って課税ゾーン
に進入する車が減少すると、税収が減少することにな
る。この点、ロンドン市の報告によると交通量の予測
が10％から15％減であったのが、実際には20％の減と
なり、また渋滞遅延時間も20－30％の予測であったの
が、実際は30％減となったとされている。図２は、交
通量統計（TrL 2007）による都心部における交通量の
変化を表したものである。混雑税導入前は、約19万台
であったものが、導入後は14万台と顕著な減少が見ら
れている。表１は、混雑税導入後の歳入･歳出をまと
めたものである。これによると確実な収入の確保が確
認できる。前市長は、ロンドンの混雑税は、交通量を
削減する手段であり、税収を得るものではないと強調
しているが、地下鉄網の拡充や路面電車の導入等の公
共交通機関の整備や安全対策の強化に活かしていく目
論見もあったといえる。

 混雑税のプログラムは
 いかに働いているか

　2003年２月17日にスタートした混雑税は、一般車両
は平日朝７時から夕方６時30分まで一日５ポンド徴収
で始まった（写真１）。
　そして2005年７月からは一日８ポンドに増加した
が、決められた課税ゾーンに入る一般車両はそれを支

払うように求められている（写真２）。
　しかしながらオートバイ、免許タクシー、身障者に
よって使用される車両、代替エネルギー車両、バスそ
して救急車両などは免除システムがある。また課税
ゾーンにおいても地域居住者は、90％の割引制度を受
けられる。課税ゾーン地域は、道端のサインと道路上
に塗られたシンボルによって識別される。市は2006年
から課税ゾーンを西方へ拡大した。支払いは、販売代
理店、地域に配置された自動支払機、インターネット
と携帯電話によっても支払い可能である。また運転者
は15％の割引制度を週単位、月単位、年単位で選択す
ることができる。ゾーン境界では、ビデオカメラのネッ
トワークが車両のプレートナンバーを記録する。そし
て支払いリストでそれをチェックする。違反者は、80
ポンドの罰金を支払わなければならない。２週間以内
で支払うと、この罰金が40ポンドに低減される。逆に
１カ月後までに支払わなければ120ポンドに増加する。

写真１　重なるように
存在する課税ゾーン
標識

交通量（千台） 混雑税開始（2003. 2） 混雑税変更（2005. 8）

写真２　８ポンド/日の
標識も見られる課税
ゾーン

暫定歳入（百万ポンド）
2004年5月 2005年6月 2006年7月

標準１日混雑税
 （現在8ポンド/台） 98 121 125

トラック１日混雑税
 （現在7ポンド/台） 17 19 27

居住者車両
 （現在4ポンド/週） 2 2 6

強制収入 72 65 55
他の収入 2
歳入総計 190 210 213
総管理行政費用 （92） （88） （90）
純歳入 97 122 123

表１　混雑税導入後の暫定歳入･歳出

引用：London Travel Report 2007 出典：Transport for London

図１　都心部における交通量の変化
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これは駐車違反と同じ政策であるといえる（写真３）。
　この方法で一日約11万人の運転者が混雑税を払って
いる。これには９万８千人の一般車の運転者と１万２千
人の貨物自動車の運転者が含まれる（写真４）。
　このように混雑税導入が実現した理由の一つとし
て、CCTV等によるIT技術の適用があったことが大
きい。すなわち必要箇所に設置されたCCTVは、課税
ゾーンに進入した自動車のナンバープレートを確実に
読み、それに基づいて支払い状況を直ちにチェックで
きる高度なITシステムが導入されていることである。
特に、上記のシステムで、高い確率でゾーンに入る自
動車を探索できるという方法は画期的であるといえる
（写真５）。
　このように混雑税導入により、都心部の交通量削減
の効果がかなり期待されることがわかったが、課題の
いくつかが浮かび上がってきた。それらをあげると以
下のようになる。①料金は課税ゾーン内での運転距離
に基づいていない。②料金は、時間に対応していない。
その結果、最も混雑が多い時間は、混雑が少ない時間
に比べ割安感がある。③料金は、混雑場所に依存しな
い。さらに④システム整備維持の費用が高く、交通シ
ステム全体の改善に投資することが難しい。これらの
改善を導入システムに望むことは無理かもしれない。

 道路交通の安全性への
 寄与はあったか

　ロンドン市交通局では、混雑税は、道路交通事故数
における若干のインパクトをもたらしたと推計してい
る。課税ゾーンで計画以前に起こった交通事故では
2,598人の負傷者があった。しかし、2005年では1,629
人までになった。毎年200人ずつ減少しているのであ
る。ここでは交通安全に関わる一般的施策、すなわち
取締り強化や車の性能向上など日本での交通事故減少
に寄与していると考えられている要因によるもので、
混雑税導入が必ずしも大きな効果があったとは考えに
くいというのが大方の見方である。最近の交通事故の
傾向を見ると、自転車がわずかに増加しているが、一
般車と自動二輪車では、減少している。これは、おそ
らく自転車数が急に増加したことを反映している。比
較の意味では、内環状通においてもまた、961件から
632件へ事故件数が落ち込んでいる。そしてそれは、
わずかに大ロンドンの平均を下回っている。このよう
に考えると、混雑税導入の結果、市中心部における交
通量が減少し、走行環境が改善し、そのための間接的
な効果は見られるが、それを明らかにするためには、
もう少し科学的な分析が必要ではなかろうか。

 公共交通への影響はどうか

　当初の課税ゾーンがスタートした時、300台のバス
増加がゾーンに導入され、総計で約20,000台となっ
た。バスと地下鉄の担当者の見方は、そのようなこと
が行われたがバスと地下鉄の利用は、混雑税導入前後
でほとんど変化はないとしている。ロンドン地下鉄の
利用は、課税以前に比べ当初１％増加した。しかしな
がら2003年から2004年では少し落ち込んでいる。市中
心部におけるバス利用は課税以前の90,000トリップが
116,000トリップに増加した。また市内鉄道輸送量は
あまり変化がないという報告もある。新たに中心部西
側への課税ゾーン拡大以来、ロンドン市ではより高速
の平均輸送速度と公共交通のより多くの需要に対応す
るため、多くのバスルートの変更・改善を行ってきた。
加えて、バス運行頻度あるいはゾーン拡大による他の
ルートへの増強案を取り入れている。

 環境へ与える影響は改善されたか

　ロンドンの二酸化炭素（CO2） 排出量の22％は陸上

写真３　路上の課税
ゾーンの標識と進入
する自動車

写真４　課税ゾーン
の終点を表す標識

写真5
ほとんどの進入車を
チェックできるCCTV
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交通から発生している。大気汚染負荷量の低減は混雑
税の導入の理由の一つとして考えられていない。ロン
ドン交通局での報告では計画は、大気質に顕著な影響
を与えることが期待されていない。しかし、グリーン
な燃料の利用を助長するための割引の提供は積極的な
施策であるといってよい。しかしながら、ロンドン交
通局はゾーンの環状道路内とそれに沿った境界の大気
質における変化も報告している。二つの温室ガスの
レベル、酸化窒素（NO2）はPM10と同様2002年から
2003年で13.4％落ち込んでいる。2007年の第５回年次
モニタリング報告は、交通流の改善の効果や改善され
た自動車技術によって2003年から2006年でNO2排出量
は17％落ち込み、PM10は24%、またCO2は３%の軽減
を説明している。全体的にCO2の落ち込み量は20%と
なっている。ロンドン交通局の報告は、ただ排出量の
軽減は税の導入から期待できること、またさらに低減
は税の結果として起こり得ることを明らかにしている
（写真６）。

　全国的傾向はすでに特に一酸化炭素を始め、1990年
代から汚染負荷排出量の急激な減少を示している。そ
して2002年以降レベルが安定している。2002年以来、
ディーゼルから排出されるNO2は重大な問題となって
いる。混雑税課税ゾーン内での地域は、105ppbの上
限を超えるNO2レベルは存在しないが、いくつかの
ゾーン境界におけるモニタリング地域では、長期にわ
たって上限レベルを超えているところもある。ロンド

ン市では排出量が必ずしも大気質改善までは行かない
にしても、天候次第、そして産業利用によっては特別
な汚染物質の総量排出に影響を与えると報告している。

 ロンドンの混雑税導入と
 今後の交通施策

　以上見てきたように、ロンドンの新しい交通施策は、
グローバルに見て現在行われている最も大規模なロー
ドプライシングの考え方といえる。行政としての視点
から見ると、交通渋滞が減少し、また税収がある程度
確保されたことにより、成功したといえるであろう。
例えば、北海道の都市で行われた場合、そのような純
便益は、冬期間の除雪対策費用として使うといったこ
とも有効な施策と考えられる。しかしながら、企業、
さらに一般市民からの視点では、問題点も少なくない
といえる。例えば、前述した制度そのものの問題、ま
た経済に及ぼす影響も少なくないといえる。日本のよ
うに、有料駐車場が多い国の場合、それらへの経済的
な影響も大きいといえる。またやむを得ず自動車にそ
の交通アクセスを頼らなければならない利用者にとっ
ては、一日８ポンドの税はやはりかなりの負担になる
に違いない。また自動車産業にとっても、このような
自動車規制へ結びつく施策は、歓迎できないものであ
る。現実的に、ポルシェは、ロンドン市に対して訴訟
を起こしているし、今後もそのような対立が起こる可
能性もある。
　基本的には、交通の円滑でかつレベルの高いシステ
ムを確保することは重要なことである。今後恒常的な
これらの負担システムが成功するためには、公共交通
のレベルの改善等、自動車規制で失われた利便性、効
率性を補う新しいシステムを創出する必要があるとい
える。

写真６　すっかり交
通量が少なくなった
リージェントストリート

写真７　CCTVによる低汚染負荷ゾーンのチェックシステム
低排出負荷ゾーンはディーゼル商業車の大気汚染負荷排出量を軽減する目的で
行う規制である。これらのゾーンは混雑税の課税ゾーンとは別に大ロンドン地域
を対象として設定し、一定の排出基準を超えた車両に対しては、200ポンドから
1,500ポンドの罰金を科すものである。これらの計画は2008年から実行された。

税徴収地域 環状道路内地域
NO2 PM10 CO2 NO2 PM10 CO2

2003年の2002年
に対する全排出
量の変化

‐13.4 ‐15.5 ‐16.4 ‐6.9 ‐6.8 ‐5.4

2004年の2003年
に対する全排出
量の変化

‐5.2 ‐6.9 ‐0.9 ‐5.6 ‐6.3 ‐0.8

自動車技術によ
る変化 ‐17.3 ‐23.8 ‐3.4 ‐17.5 ‐20.9 ‐2.4

表２　混雑税導入後の汚染負荷排出量の変化

出典：Transport for London 2003-2004.
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